
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
大阪府枚方市
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人件費・物件費等の状況
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [5.20人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [1.0%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [32.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

枚方市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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１．財政力指数

財政力指数は、前年度に引き続き類似団体平均を下回ることになったが、対前年度比では0.01ポイント改善し、近

年僅かではあるが上昇している。しかし、平成20年度後半からの景気後退に加え、今後は人口の減少や少子高齢

化の影響により税財源環境は一層厳しさを増すことから、市政の構造改革をすすめ、財政基盤の安定化を図ってい

く。

２．経常収支比率

経常収支比率は類似団体平均を上回ることになったが、対前年度比では1.5ポイント改善した。これは歳入で、主

に、普通交付税が約14億3,700万円、減収補てん債特例分が約7億2,400万円、臨時財政対策債が約15億1,700万円

増加したことにより、経常一般財源の総額が前年度比較約3億8,900万円増の約704億6,700万円となったこと、また

歳出で、退職手当の減などにより人件費が約6億5,200万円減少し、補助費等についても一部事務組合への負担金

の減などにより約3億3,400万円減少したため、経常経費充当一般財源等が約6億6,200万円の減の約653億9,200万

円となったことによるものである。今後は、市税の増収が見込めないこと、扶助費の伸びが継続する見込みであるこ

となどから、経常収支比率の改善については非常に困難な状況が予想されるが、構造改革アクションプランに掲げ

た目標の達成などを通じて、財政の健全化に努めていく。

３．人口1人当たり人件費・物件費等決算額

人口1人当たり決算額は、対前年度比155円の増となっている。類似団体平均は下回っているが、これは消防

業務を一部事務組合で行っているため、その決算額が補助費等に計上されていることが主な要因である。

４．ラスパイレス指数

ラスパイレス指数については年々減少傾向にあったが、平成21年度は100.5と前年比3.7ポイントの増となった。

これは、平成21年4月に実施していた職員の給料削減措置を、平成22年4月については実施しなかったことな

どが要因として考えられる。給与水準については、今後も引き続き、国や他の自治体及び民間事業所等との均

衡を図り、適正化に努めていく。

５．将来負担比率

主に地方債現在高や公営企業債等繰入見込額が減少したことにより将来負担額が減少したため、前年度に

比べ9.3ポイント改善した。今後も計画的な財政運営を行うことで、適正な数値を維持していく。

６．実質公債費比率

実質公債費比率は前年度比1.0ポイント減の1.0%となり、類似団体平均との比較においては前年度

に引き続き下回っている。これは公債費全体が減少したことや、病院事業会計の公債費に対する繰

出金が減少したことによる。今後も現状より数値を悪化させないように努めていく。

７．人口千人当たり職員数

正職員については前年度比72人の削減を行った。今後も構造改革アクションプランに掲げる目標

である、普通会計の職員数700人程度の削減（平成16年4月1日～平成25年4月1日）を達成するた

めに適正な定員管理に努めていく。


